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雇用施策との連携による重度障害者等就労支援特別事業の実施について 

標記について、重度障害者等に対する就労支援として、雇用施策と福祉施策が

連携し、通勤支援や職場等における支援を推進するため、今般、別紙のとおり「雇

用施策との連携による重度障害者等就労支援特別事業実施要綱」を定めたので、

通知する。 

ついては、各都道府県においては管内市区町村に対して周知徹底を図るなど

本事業の円滑な実施について協力を賜るとともに、指定都市、中核市においては

本事業の実施について検討されたい。 
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（別紙） 

雇用施策との連携による重度障害者等就労支援特別事業実施要綱 

１ 事業の目的 

 重度障害者等（３（２）に掲げる者をいう。以下同じ。）に対する就労支援

として、雇用施策と福祉施策が連携し、通勤支援や職場等における支援を実施

する。 

２ 実施主体 

本事業の実施主体は、市町村、特別区、一部事務組合及び広域連合（以下「市 

町村等」という。）とする。 

３ 事業の内容 

（１）支援内容

企業が重度障害者等を雇用するに当たり、障害者の雇用の促進等に関

する法律（昭和 35 年法律第 123 号）第 49 条に規定する障害者雇用納付 

金制度に基づく助成金を活用しても当該重度障害者等の雇用継続に支障 

が残る場合や重度障害者等が自営業者等として働く場合において、市町 

村等が必要と認めたときに重度障害者等の通勤や職場等における支援を 

行う。 

（２）対象者

本事業の対象者は、重度訪問介護、同行援護又は行動援護の支給決定を

受けている者であって、原則当該市町村等に居住地を有し、次のいずれか

に該当するものとする。 

ア 民間企業（障害者の雇用の促進等に関する法律第 49 条第１項にある

助成金の対象となる事業主をいう。以下同じ。）に雇用される者であっ

て、１週間の所定労働時間が 10 時間以上のもの

※ 原則、就業場所は問わない。

※ 週所定労働時間 10 時間未満の者であっても、当該年度末までに当

該企業が10時間以上に引き上げることを目指すことが関係者による

支援計画書において確認できた場合には対象とすることができる。

※ 就労継続支援 A型事業所の利用者を除く。

イ 自営業者等（（２）アの対象者及び国家公務員、地方公務員、国会議

員、地方議会議員等の公務部門で雇用等される者その他これに準ずる

者以外のものをいう。）であって、当該自営等に従事することにより当

該対象者の所得の向上が見込まれると市町村等が認めたもの

※ 原則、就業場所は問わない。

※ 自営等に従事する時間が 1週間のうち 10時間以上の者を対象とす

ることを基本とする。

（３）支援対象範囲

（２）アの対象者の支援対象範囲は、通勤支援・職場等における支援（障



害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指

定障害福祉サービス等及び基準該当障害福祉サービスに要する費用の額

の算定に関する基準（平成 18 年厚生労働省告示第 523 号）において「通

勤、営業活動等の経済活動にかかる外出」として支給対象外となる部分を

いう。以下同じ。）であって、障害者の雇用の促進等に関する法律第 49 条

第１項第４号又は第５号に規定する助成金（障害者介助等助成金又は重

度障害者等通勤対策助成金）を活用しても当該対象者の雇用継続に支障

が残るものとして当該対象者が勤務する民間企業及び関係者による支援

計画書において認められた部分（時間）とする。 

    （２）イの対象者の支援対象範囲は、通勤支援・職場等における支援の

部分（時間）とする。 

 （４）支援を提供する者 

    重度訪問介護、同行援護又は行動援護の事業を行う障害福祉サービス

事業者（以下「重度訪問介護等サービス事業者」という。）であって、支

援を提供するに相応しい者として市町村等が認めたものとする。 

 （５）支援方法 

    当該民間企業及び関係者が作成する支援計画書を伴った本事業の利用

申請に基づき、市町村等において、（３）の支援対象について、当該対象

者が重度訪問介護等サービス事業者から重度訪問介護、同行援護又は行

動援護と同等のサービスを受けることを基本としつつ、障害者雇用納付

金に基づく助成金の活用状況、障害者本人の状況、民間企業の企業規模等

を勘案した上で、支援の必要性や方法を判断することとする。 

 （６）費用単位等 

    重度訪問介護、同行援護又は行動援護と同等のサービスを受けること

を支援する場合、その費用については、障害者の日常生活及び社会生活を

総合的に支援するための法律に基づく指定障害福祉サービス等及び基準

該当障害福祉サービスに要する費用の額の算定に関する基準別表の所定

単位数に地域単価を乗じて算出した額を基本とする。 

    また、障害者本人の負担については、市町村等の判断によるものとする。 

 

４ 留意事項 

  ３（２）アに掲げる者に対する支援に当たっては、民間企業及び関係者（市

町村等、障害者本人、重度訪問介護等サービス事業者、障害者雇用納付金制度

に基づく助成金に係る業務を行う独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機

構その他地域の関係者）が、適宜連携をして事業を実施することとする。 

  また、支援計画書の様式例については別紙のとおりとする。その他本事業の

実施に当たって必要な事項については、別途通知する。 

 

５ 費用の支弁 

本事業に要する費用は、市町村等が支弁する。 

 

６ 経費の補助 



  国は、市町村等がこの事業のために支出した費用について、別に定めるとこ

ろにより補助するものとする。 

 

７ 施行期日 

  この通知は、令和３年４月１日から施行するものとする。 


